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公布された規則のあらまし

◇鳥取県災害救助法施行細則の一部改正について

１ 規則の改正理由

災害救助法による救助の程度、方法及び期間並びに実費弁償の基準の一部が改正されたことに伴い、所要の

改正を行う。

２ 規則の概要

(１) 救助のために支出することができる費用の限度額を次のとおりとする。

救 助 の 種 類 支出することができる費用の限度額

改正後 現 行

応急仮設住宅の設置（１戸当たり） 2,404,000円 2,366,000円

１人世帯 17,500円 17,300円

２人世帯 22,600円 22,300円

３人世帯 33,300円 32,800円

４人世帯 39,900円 39,300円

夏季（４月１日 ５人世帯 50,500円 49,800円

から９月30日ま 世帯員数

で） が６人以

上１人を 7,400円 7,300円

増すごと

住家の全壊、全 に加算す

焼又は流失によ る額

り被害を受けた １人世帯 29,000円 28,600円

世帯に対して行 ２人世帯 37,500円 37,000円

う場合 ３人世帯 52,300円 51,600円

冬季（10月１日 ４人世帯 61,300円 60,500円

被服、寝具 から翌年３月31 ５人世帯 77,000円 75,900円

その他生活 日まで） 世帯員数

必需品の給 が６人以

与又は貸与 上１人を 10,500円 10,400円

増すごと

に加算す

る額

１人世帯 5,700円 5,600円

２人世帯 7,700円 7,600円

３人世帯 11,600円 11,400円

４人世帯 14,000円 13,800円

夏季（４月１日 ５人世帯 17,700円 17,500円

から９月30日ま 世帯員数

で） が６人以

上１人を 2,400円 2,400円

増すごと

住家の半壊、半 に加算す

焼又は床上浸水 る額

により被害を受 １人世帯 9,200円 9,100円
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けた世帯に対し ２人世帯 12,200円 12,000円

て行う場合 ３人世帯 17,100円 16,900円

冬季（10月１日 ４人世帯 20,300円 20,000円

から翌年３月31 ５人世帯 25,800円 25,400円

日まで） 世帯員数

が６人以

上１人を 3,300円 3,300円

増すごと

に加算す

る額

災害にかかった住宅の応急修理（１世帯当たり） 520,000円 510,000円

(２) 大規模な補修を行わなければ居住することが困難である程度に住家が半壊した者について、資力要件を

撤廃する。

(３) 施行期日は、公布日とし、改正後の規則の規定は、平成21年４月１日から適用する。

◇鳥取県建設工事等の入札制度に関する規則の一部改正について

１ 規則の改正理由

入札の方式及び格付等級の適用に係る請負対象設計金額又は委託対象設計金額による区分を見直すととも

に、入札参加資格の停止期間の上限を引き上げること等により、入札における低価格競争の抑止、品質の確保

及び談合の防止並びに入札手続の効率化を図る。

２ 規則の概要

(１) 入札の方式の適用に係る請負対象設計金額又は委託対象設計金額の区分の見直し

ア 建設工事

(ア) 限定公募型指名競争入札 250万円以上1,000万円未満（現行 250万円以上3,000万円未満）

(イ) 制限付一般競争入札 1,000万円以上地方公共団体の物品等又は特定役務の調達手続の特例を定め

る政令（以下「特例政令」という。）第３条第１項の規定により総務大臣が定める特定役務のうち建設

工事の調達契約に係る基準額（以下「特例政令建設工事適用基準額」という。）未満（現行 3,000万

円以上24億1,000万円未満）

(ウ) 一般競争入札 特例政令建設工事適用基準額以上（現行 24億1,000万円以上）

(エ) 電子入札 250万円以上（現行 3,000万円以上）

(オ) 総合評価競争入札 1,000万円以上（現行 2,500万円以上）

イ 測量等業務

(ア) 制限付一般競争入札 500万円以上特例政令第３条第１項の規定により総務大臣が定める特定役務

のうち建築のためのサービス、エンジニアリング・サービスその他の技術的サービスの調達契約に係る

基準額（以下「特例政令測量等業務適用基準額」という。）未満（現行 500万円以上２億4,000万円未

満）

(イ) 一般競争入札 特例政令測量等業務適用基準額以上（現行 ２億4,000万円以上）

(ウ) 電子入札 100万円以上（現行 200万円以上）

(２) 電気工事及び管工事における格付等級の適用に係る請負対象設計金額の区分の見直し

ア Ｃ級 500万円未満（現行 300万円未満）

イ Ｂ級 500万円以上1,500万円未満（現行 300万円以上1,500万円未満）

(３) 入札参加資格の停止期間の上限を36月以内（現行 24月以内）に引き上げる。

(４) 施行期日等

ア 施行期日は、平成21年８月１日とする。

イ 所要の経過措置を講ずる。
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規 則

鳥取県災害救助法施行細則の一部を改正する規則をここに公布する。

平成21年７月24日

鳥取県知事 平 井 伸 治

鳥取県規則第71号

鳥取県災害救助法施行細則の一部を改正する規則

鳥取県災害救助法施行細則（昭和35年鳥取県規則第10号）の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄中下線が引かれた部分（以下「改正部分」という。）に対応する同表の改正後の欄中下線

が引かれた部分（以下「改正後部分」という。）が存在する場合には、当該改正部分を当該改正後部分に改め、

改正後部分に対応する改正部分が存在しない場合には、当該改正後部分を加える。

改 正 後 改 正 前

別表第１（第５条関係） 別表第１（第５条関係）

救助の程度、方法及び期間 救助の程度、方法及び期間

１ 収容施設の供与 １ 収容施設の供与

(１) 略 (１) 略

(２) 応急仮設住宅 (２) 応急仮設住宅

ア及びイ 略 ア及びイ 略

ウ 応急仮設住宅の１戸当たりの規模は、29.7 ウ 応急仮設住宅の１戸当たりの規模は、29.7

平方メートルを基準とし、その設置のため支 平方メートルを基準とし、その設置のため支

出することができる費用は、１戸当たり 出することができる費用は、１戸当たり

2,404,000円以内とする。 2,366,000円以内とする。

エ～ク 略 エ～ク 略

２ 略 ２ 略

３ 被服、寝具その他生活必需品の給与又は貸与 ３ 被服、寝具その他生活必需品の給与又は貸与

(１)及び(２) 略 (１)及び(２) 略

(３) 被服、寝具その他生活必需品の給与又は貸 (３) 被服、寝具その他生活必需品の給与又は貸

与のため支出することができる費用は、季別及 与のため支出することができる費用は、季別及

び世帯区分により１世帯当たり次の額の範囲内 び世帯区分により１世帯当たり次の額の範囲内

とする。 とする。

ア 住家の全壊、全焼又は流失により被害を受 ア 住家の全壊、全焼又は流失により被害を受

けた世帯 けた世帯

季別 １人世帯 ２人世帯 ３人世帯 ４人世帯 ５人世帯 世帯員 季別 １人世帯 ２人世帯 ３人世帯 ４人世帯 ５人世帯 ６人以

数が６ 上１人

人以 上 を増す

１人 を ごとに

増す ご 加算す

とに 加 る額

算す る

額

夏季［４月 円 円 円 円 円 円 夏季［４月 円 円 円 円 円 円

１日から９ 17,500 22,600 33,300 39,900 50,500 7,400 １日から９ 17,300 22,300 32,800 39,300 49,800 7,300
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月3 0日ま 月3 0日ま

で］ で］

冬季［10月 円 円 円 円 円 円 冬季［10月 円 円 円 円 円 円

１日から翌 29,000 37,500 52,300 61,300 77,000 10,500 １日から翌 28,600 37,000 51,600 60,500 75,900 10,400

年３月31日 年３月31日

まで］ まで］

備考 略 備考 略

イ 住家の半壊、半焼又は床上浸水により被害 イ 住家の半壊、半焼又は床上浸水により被害

を受けた世帯 を受けた世帯

季別 １人世帯 ２人世帯 ３人世帯 ４人世帯 ５人世帯 世帯員 季別 １人世帯 ２人世帯 ３人世帯 ４人世帯 ５人世帯 ６人 以

数が６ 上１人

人以上 を増 す

１人 を ごとに

増すご 加算 す

とに 加 る額

算する

額

夏季［４月 円 円 円 円 円 円 夏季［４月 円 円 円 円 円 円

１日から９ 5,700 7,700 11,600 14,000 17,700 2,400 １日から９ 5,600 7,600 11,400 13,800 17,500 2,400

月3 0日ま 月3 0日ま

で］ で］

冬季［10月 円 円 円 円 円 円 冬季［10月 円 円 円 円 円 円

１日から翌 9,200 12,200 17,100 20,300 25,800 3,300 １日から翌 9,100 12,000 16,900 20,000 25,400 3,300

年３月31日 年３月31日

まで］ まで］

備考 略 備考 略

(４) 略 (４) 略

４及び５ 略 ４及び５ 略

６ 災害にかかった住宅の応急修理 ６ 災害にかかった住宅の応急修理

(１) 住宅の応急修理は、災害のため住家が半壊 (１) 住宅の応急修理は、災害のため住家が半壊

若しくは半焼し、自らの資力では応急修理をす 又は半焼し、自らの資力では応急修理をするこ

ることができない者又は大規模な補修を行わな とができない者に対して行う。

ければ居住することが困難である程度に住家が

半壊した者に対して行う。

(２) 住宅の応急修理は、居室、炊事場、便所等 (２) 住宅の応急修理は、居室、炊事場、便所等

日常生活に必要最小限度の部分に対して、現物 日常生活に必要最小限度の部分に対して、現物

をもって行うものとし、その修理のため支出で をもって行うものとし、その修理のため支出で

きる費用は、１世帯当たり520,000円以内とす きる費用は、１世帯当たり510,000円以内とす

る。 る。

(３) 略 (３) 略

７～13 略 ７～13 略

附 則

この規則は、公布の日から施行し、改正後の災害救助法施行細則の規定は、平成21年４月１日から適用する。
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鳥取県建設工事等の入札制度に関する規則の一部を改正する規則をここに公布する。

平成21年７月24日

鳥取県知事 平 井 伸 治

鳥取県規則第72号

鳥取県建設工事等の入札制度に関する規則の一部を改正する規則

鳥取県建設工事等の入札制度に関する規則（平成19年鳥取県規則第76号）の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄中下線が引かれた部分（以下「改正部分」という。）に対応する同表の改正後の欄中下線

が引かれた部分（以下「改正後部分」という。）が存在する場合には、当該改正部分を当該改正後部分に改め、

改正後部分に対応する改正部分が存在しない場合には、当該改正後部分を加える。

次の表の改正前の欄の表中太線で囲まれた部分（以下「改正表」という。）を当該改正表に対応する次の表の

改正後の欄の表中太線で囲まれた部分に改める。

改正後 改正前

（入札方式） （入札方式）

第15条 請負対象設計金額（建設工事に係る請負契約 第15条 請負対象設計金額（建設工事に係る請負契約

の対象となる部分の設計金額をいう。以下この章に の対象となる部分の設計金額をいう。以下この章に

おいて同じ。）が次の表の左欄に掲げる額の建設工 おいて同じ。）が次の表の左欄に掲げる額の建設工

事の請負契約又は委託対象設計金額（測量等業務に 事の請負契約又は委託対象設計金額（測量等業務に

係る委託契約の対象となる部分の設計金額をいう。 係る委託契約の対象となる部分の設計金額をいう。

以下この項において同じ。）が同表の中欄に掲げる 以下この項において同じ。）が同表の中欄に掲げる

額の測量等業務の委託契約は、それぞれ同表の右欄 額の測量等業務の委託契約は、それぞれ同表の右欄

に定める入札の方式により相手方を決定するものと に定める入札の方式により相手方を決定するものと

する。 する。

請負対象設計 委託対象設計 入札の方式 請負対象設計 委託対象設計 入札の方式

金額 金額 金額 金額

250万円以上 100万円以上 限定公募型指名競 250万円以上 100万円以上 限定公募型指名競

1,000万円未 500万円未満 争入札（有資格者で 3,000万円未 500万円未満 争入札（有資格者で

満 あることのほか、当 満 あることのほか、当

該有資格者の事業所 該有資格者の事業所

の所在地、当該契約 の所在地、当該契約

に係る建設工事等に に係る建設工事等に

ついての経験又は技 ついての経験又は技

術的適性の有無その 術的適性の有無その

他建設工事等の適正 他建設工事等の適正

な実施と入札の公平 な実施と入札の公平

な執行のために必要 な執行のために必要

な資格（以下この章 な資格（以下この章

において「応募条 において「応募条

件」という。）を定 件」という。）を定

めて入札者を公募 めて入札者を公募

し、これに応募した し、これに応募した
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有資格者のうち当該 有資格者のうち当該

応募条件を具備する 応募条件を具備する

ものの中から、建設 ものの中から、建設

工事にあっては鳥取 工事にあっては鳥取

県建設工事指名競争 県建設工事指名競争

入札指名業者選定要 入札指名業者選定要

綱、測量等業務にあ 綱、測量等業務にあ

っては鳥取県測量等 っては鳥取県測量等

業務指名競争入札指 業務指名競争入札指

名業者選定要綱に定 名業者選定要綱に定

めるところにより入 めるところにより入

札者を選定して行う 札者を選定して行う

指名競争入札をい 指名競争入札をい

う。以下同じ。） う。以下同じ。）

1,000万円以 500万円以上 制限付一般競争入 3,000万円以 500万円以上 制限付一般競争入

上地方公共団 特例政令第３ 札（施行令第167条の 上24億1,000 ２億4,000万 札（施行令第167条の

体の物品等又 条第１項の規 ５の２の規定に基づ 万円未満 円未満 ５の２の規定に基づ

は特定役務の 定により総務 き、有資格者である き、有資格者である

調達手続の特 大臣が定める ことのほか、当該有 ことのほか、当該有

例を定める政 特定役務のう 資格者の事業所の所 資格者の事業所の所

令（平成７年 ち建築のため 在地又は当該契約に 在地又は当該契約に

政 令 第 3 7 2 のサービス、 係る建設工事等につ 係る建設工事等につ

号。以下「特 エンジニアリ いての経験若しくは いての経験若しくは

例政令」とい ング・サービ 技術的適性の有無等 技術的適性の有無等

う。）第３条 スその他の技 に関する必要な資格 に関する必要な資格

第１項の規定 術的サービス を定めて行う一般競 を定めて行う一般競

により総務大 の調達契約に 争入札をいう。以下 争入札をいう。以下

臣が定める特 係る基準額 同じ。） 同じ。）

定役務のうち （以下「特例

建設工事の調 政令測量等業

達契約に係る 務適用基準

基準額（以下 額 」 と い

「特例政令建 う。）未満

設工事適用基

準額」とい

う。）未満

特例政令建設 特例政令測量 一般競争入札（制 24億1,000万 ２億4,000万 一般競争入札（制

工事適用基準 等業務適用基 限付一般競争入札を 円以上 円以上 限付一般競争入札を

額以上 準額以上 除く。） 除く。）

２ 略 ２ 略

（格付等級に関する応募条件） （格付等級に関する応募条件）

第17条 格付工種に該当する建設工事の県内向け公募 第17条 格付工種に該当する建設工事の県内向け公募

型入札を行う場合においては、当該建設工事の格付 型入札を行う場合においては、当該建設工事の格付

工種及び請負対象設計金額に応じ、当該県内向け公 工種及び請負対象設計金額に応じ、当該県内向け公
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募型入札に参加しようとする有資格者が次の表に定 募型入札に参加しようとする有資格者が次の表に定

める等級に格付けられていることを応募条件として める等級に格付けられていることを応募条件として

設けるものとする。 設けるものとする。

格付工種 土 建築 と 電気工 アスフ 造 格付工種 土 建築 と 電気工 アスフ 造

木 一般 び 事及び ァルト 園 木 一般 び 事及び ァルト 園

一 等 管工事 工 一 等 管工事 工

請負対象 般 一 事 請負対象 般 一 事

設計金額 般 設計金額 般

400万円未満 Ｄ Ｃ Ｃ Ｃ Ｂ Ｂ 300万円未満 Ｄ Ｃ Ｃ Ｃ Ｂ Ｂ

400万円以上 Ａ 300万円以上 Ｂ

500万円未満 400万円未満

500万円以上 Ｂ 400万円以上 Ａ

800万円未満 800万円未満

800万円以上 Ａ 800万円以上 Ａ

1,000万円未満 1,000万円未満

1,000万円以上 Ｃ Ｂ 1,000万円以上 Ｃ Ｂ

1,500万円未満 1,500万円未満

1,500万円以上 Ａ 1,500万円以上 Ａ

2,000万円未満 2,000万円未満

2,000万円以上 Ｂ 2,000万円以上 Ｂ

3,000万円未満 3,000万円未満

3,000万円以上 Ｂ 3,000万円以上 Ｂ

4,000万円未満 4,000万円未満

4,000万円以上 Ａ Ａ 4,000万円以上 Ａ Ｂ

6,000万円未満 6,000万円未満

6,000万円以上 Ａ 6,000万円以上 Ａ

２ 略 ２ 略

（電子入札） （電子入札）

第25条 知事は、次の表の左欄に掲げる建設工事等の 第25条 知事は、次の表の左欄に掲げる建設工事等の

区分に応じそれぞれ同表の右欄に定める設計金額以 区分に応じそれぞれ同表の右欄に定める設計金額以

上の入札を行う場合には、電子入札により行うもの 上の入札を行う場合には、電子入札により行うもの

とする。ただし、同表の右欄に定める設計金額に満 とする。ただし、同表の右欄に定める設計金額に満

たない建設工事等の入札を行う場合において、当該 たない建設工事等の入札を行う場合において、当該

入札に参加すると見込まれる有資格者のすべてが電 入札に参加すると見込まれる有資格者のすべてが電

子入札を行う上で支障がないと認められるときは、 子入札を行う上で支障がないと認められるときは、

電子入札により入札を行うことができる。 電子入札により入札を行うことができる。

区分 設計金額 区分 設計金額

建設工事 250万円 建設工事 3,000万円

測量等業務 100万円 測量等業務 200万円

２～４ 略 ２～４ 略

（落札者の決定） （落札者の決定）

第32条 入札における落札者は、次の各号のいずれに 第32条 入札における落札者は、次の各号のいずれに

も該当しない入札者で、予定価格の制限の範囲内で も該当しない入札者で、予定価格の制限の範囲内で
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最低の価格をもって申込みをしたものとする。 最低の価格をもって申込みをしたものとする。

(１)～(４) 略 (１)～(４) 略

２ 予定価格が1,000万円以上の建設工事の入札にお ２ 予定価格が2,500万円以上の建設工事の入札にお

ける落札者の決定は、できる限り総合評価競争入札 ける落札者の決定は、できる限り総合評価競争入札

により、価格その他の条件を勘案して行うものとす により、価格その他の条件を勘案して行うものとす

る。この場合において、落札者の決定は、前項の規 る。この場合において、落札者の決定は、前項の規

定にかかわらず、鳥取県建設工事総合評価競争入札 定にかかわらず、鳥取県建設工事総合評価競争入札

実施要領に定めるところにより行う。 実施要領に定めるところにより行う。

（入札参加制限） （入札参加制限）

第34条 知事は、有資格者が施行令第167条の４第２ 第34条 知事は、有資格者が施行令第167条の４第２

項各号のいずれかに該当すると認めるときは、資格 項各号のいずれかに該当すると認めるときは、資格

停止要綱に定めるところにより、情状等に応じて36 停止要綱に定めるところにより、情状等に応じて24

月以下の期間を定め、当該有資格者を入札に参加さ 月以下の期間を定め、当該有資格者を入札に参加さ

せないものとする。 せないものとする。

（入札参加制限の期間の変更等） （入札参加制限の期間の変更等）

第40条 知事は、入札参加制限を受けた者について、 第40条 知事は、入札参加制限を受けた者について、

当該入札参加制限の期間内に情状酌量すべき特別の 当該入札参加制限の期間内に情状酌量すべき特別の

事由又はより悪質と認められる事由が明らかとなっ 事由又はより悪質と認められる事由が明らかとなっ

たときは、当該入札参加制限の期間を短縮し、又は たときは、当該入札参加制限の期間を短縮し、又は

36月を超えない範囲内で延長することができる。 24月を超えない範囲内で延長することができる。

２～４ 略 ２～４ 略

附 則 附 則

（施行期日） （施行期日）

１ 略 １ 略

（経過措置等） （経過措置等）

２及び３ 略 ２及び３ 略

４ 教育委員会事務局（本庁組織を除く。以下この項 ４ 教育委員会事務局（本庁組織を除く。以下この項

において同じ。）、病院局及び警察本部が発注する において同じ。）及び警察本部が発注する建設工事

建設工事等の入札については、第18条第１項第２号 等の入札については、第18条第１項第２号（教育委

（教育委員会事務局に限る。）、第25条、第26条第 員会事務局に限る。）、第25条、第26条第２項及び

２項及び第27条ただし書の規定は、当分の間、適用 第27条ただし書の規定は、当分の間、適用しない。

しない。

附 則

（施行期日）

１ この規則は、平成21年８月１日から施行する。

（経過措置）

２ 改正後の鳥取県建設工事等の入札制度に関する規則（以下「新規則」という。）第17条の規定は、この規則

の施行の日（以下「施行日」という。）以後に調達公告を行う建設工事について適用し、施行日前に調達公告

を行う建設工事については、なお従前の例による。

３ 新規則第15条第１項に規定する限定公募型指名競争入札については、施行日から平成22年３月31日までの

間、新規則第25条第１項の規定中「250万円」とあるのは「1,000万円」と読み替えて同項の規定を適用するも
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のとする。
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